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経済局　派遣職員一覧
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経済局事務分掌 
 
政策調整部 

総務課 

 庶務係 

１ 局内の人事及び文書に関すること。 

２ 中央卸売市場及び中央と畜場との連絡に関すること。 

３ 局の危機管理に関すること。 

４ 他の部及び課の主管に属しないこと。 

 調整係 

  １  局内の事務事業の評価及び連絡調整に関すること。 

  ２  局内の予算及び決算に関すること。 

  ３  神奈川県競輪組合に関すること。 

 

企画調整課 

１ 経済政策の立案及び総合調整に関すること。 

２ 地域経済に関する基本的調査並びに情報の収集、分析及び利用に関すること。 

３ 商工会議所との連絡に関すること。 

 

成長戦略推進部 

企業誘致・立地課 

１ 企業等の横浜市への誘致に関すること（国際ビジネス課の分掌事務第１号に係るものを

除く。）。 

２ 横浜市企業等誘致推進本部に関すること。 

３ 産業集積の促進及び研究開発拠点の形成に関すること。 

４ 事業所の適正立地及び立地環境等に係る調査及び企画に関すること。 

５ 経済施策に関する土地利用の調整に関すること。 

６ 工場立地法（昭和 34年法律第 24号）に基づく届出及び勧告に関すること。 

７ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

国際ビジネス課 

１ 海外の企業等の横浜市への誘致に関すること。 

２ 市内企業の海外展開の推進に関すること。 

３ 海外に設置する事務所における経済交流の連絡調整に関すること。 

４ 株式会社横浜インポートマートに関すること。 

５ 貿易関係団体等に関すること。 

 

新産業創造課 

１ ＩＴ関連等の新産業及び新事業の創出及び集積に係る総合調整に関すること。 

２ 市内企業等における革新的技術の活用の促進に関すること。 

 

ライフイノベーション推進課 

１ ライフイノベーションの推進に係る総合調整並びに産業の集積、共同研究及び共同開発

に関すること。 

２ 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の推進及び国家戦略特区の調整に関



５ 
 

すること。 

３ 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団に関すること。 

 

中小企業振興部 

経営・創業支援課 

１ 中小企業振興施策の推進に関すること。 

２ 創業並びにベンチャービジネス及びソーシャルビジネスの振興に関すること。 

３ 公益財団法人横浜企業経営支援財団に関すること。 

４ 事業協同組合、商店街振興組合等の設立認可等に関すること。 

５ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

ものづくり支援課 

１ ものづくり産業の振興及び立地環境に関すること。 

２ 中小製造業の経営及び技術革新の支援に関すること。 

３ 産学連携の推進に関すること。 

４ 工業関係団体等に関すること。 

５ 横浜市工業技術支援センターとの連絡調整に関すること。 

 

 工業技術支援センター 

１ 中小企業の技術及び製品等のデザインに係る相談に関すること。 

２ 中小企業における製品（材料を含む。）、その製法又はデザインに係る試験、分析、調製、

研究、調査及び指導に関すること。 

３ 中小企業の技術及び製品に係る研究開発に必要な助成に関すること。 

４ 中小企業の技術及び製品等のデザインに係る調査及び研究に関すること。 

５ 中小企業の技術及び製品等のデザインに係る情報及び資料の収集、分析及び提供に関す

ること。 

 

金融課 

    金  融  係 

１  中小企業等の金融施策の推進に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

  ２  横浜市信用保証協会に関すること。 

 ３ 他の係の主管に属しないこと。 

    相談認定係 

  １ 中小企業等の金融相談及び市の金融制度等における認定に関すること。 

 ２ 中小企業等の経営の相談、診断及び助言等に関すること。 

 

市民経済労働部 

商業振興課 

１ 商業の振興に関すること(中央卸売市場の主管に属するものを除く。)。 

２ 商業関係団体等に関すること(中央卸売市場の主管に属するものを除く。)。 

３ 商業に係る業務機能の強化に関する調査、企画及び指導に関すること。 

４ 大規模商業施設の適正立地及び立地環境等に係る調査、企画及び指導に関すること（中

小企業振興部ものづくり支援課の分掌事務第１号に係るものを除く。）。 

５ 大規模小売店舗立地法（平成 10年法律第 91号）に基づく意見、勧告その他同法の施行

に関すること。 



６ 
 

６ 横浜市大規模小売店舗立地審議会に関すること。 

７ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

消費経済課 

 消費生活係 

１ 消費者教育に関すること。 

２ 消費者の主体的活動への支援に関すること。 

３ 消費生活に関わる適正な事業活動の確保に関すること。 

４ 消費者被害の救済に関すること。 

５ 横浜市消費生活総合センターに関すること。 

６ 横浜市消費生活審議会に関すること。 

７ 公益財団法人横浜市消費者協会に関すること。 

８ 消費生活協同組合に関すること。 

９ 消費生活用製品安全法に基づく表示監視に関すること。 

10 家庭用品品質表示法に基づく表示監視及び公表に関すること。 

11 ガス事業法に基づく表示監視に関すること。 

12 電気用品安全法に基づく表示監視に関すること。 

13 消費者安全法に基づく報告の徴収、立入調査等に関すること。 

14 農林物資の企画化等に関する法律に関すること。 

15 生活関連物資等の価格および需給動向の調査に関すること。（中央卸売市場の主管に属

するものを除く。） 

16 計量検査所に関すること。 

  計量検査所 

  １  計量器の定期検査に関すること。 

  ２  計量器の計量士による代検査に関すること。 

  ３  計量に関する調査及び研究に関すること。 

  ４  計測技術の相談指導に関すること。 

  ５  計量に関する立入検査、指導、取締り等に関すること。 

  ６  適正計量管理事業所に関すること。 

  ７  計量思想の普及啓発に関すること。 

  ８  その他計量に関すること。   

 

雇用労働課 

１ 雇用対策に係る施策の推進に関すること。 

２ 労働相談及び就業支援に関すること。 

３ 労働、経済及び経営に関する調査に関すること(政策調整部企画調整課の分掌事務第２

号に係るものを除く。)。 

４ 横浜市中央職業訓練校に関すること。 

５ 能力開発訓練に関すること。 

６ 職能開発総合センターに関すること。 

７ 労働者団体等及び労働関係機関との連絡調整に関すること。 

８ 勤労者の教育、文化等の振興に関すること。 

９ 勤労者の福利厚生等に関すること。 

10 技能職の振興に関すること。 

11 技能職者の表彰に関すること。 



７ 
 

12 技能職団体等との連絡調整に関すること。 

13 勤労者福祉共済事業に関すること。 

14 横浜市勤労者福祉共済運営審議会に関すること。 

15 労働金庫への預託金に関すること。 

16 横浜市技能文化会館に関すること。 

17 横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会に関すること。 

18 公益財団法人横浜市シルバー人材センターに関すること。 

 

中央卸売市場本場 

  運営調整課 

    運 営  係 

      １  中央卸売市場本場（以下「本場」という。）の文書、予算及び決算に関すること。 

   ２ 本場における事務の連絡、調整に関すること。 

   ３ 本場における土地、建物その他施設等の管理及び運営に関すること。 

      ４  本場における市場施設の使用指定、使用許可又はこれらに係る取消し等に関するこ

と。 

      ５  本場における使用料、手数料その他の諸収入金「以下「使用料等」という。」の徴

収（調定を除く。）及び保証金に関すること。 

      ６  本場における関連事業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関する

こと。 

      ７  本場における場内の整理、取締り、清掃、衛生等に関すること。 

   ８ 本場における施設の機能強化の推進に関すること。 

      ９  本場内他の課、係の主管に属しないこと。 

    施  設  係 

      １  本場における土地、建物その他施設の整備、維持管理及びこれに伴う工事に関する

こと。 

      ２  本場における電気、給排水その他機械設備の維持管理及びこれに伴う工事に関する

こと。 

    調 整 係 

      １  中央卸売市場及びと畜場に関する施策、人事、文書、予算、決算等の総合調整に関

すること。 

      ２  中央卸売市場及びと畜場における年報及び月報の作成その他統計に関すること。 

      ３  中央卸売市場及びと畜場における使用料等の調定に関すること。 

      ４  中央卸売市場及びと畜場における国及び関係機関等との連絡調整に関すること。 

      ５  横浜市中央卸売市場開設運営協議会に関すること。 

      ６  横浜市場冷蔵株式会社に関すること。 

      ７  特命に関すること。 

      ８  その他中央卸売市場及びと畜場に関すること。 

 

  経営支援課 

      １ 本場における卸売業者の業務の指導監督に関すること。 

２ 本場における市場取引委員会に関すること。 

３ 本場における仲卸業者、売買参加者等の許可、承認若しくはこれらの取消し又は業

務の指導監督に関すること。 

４ 本場における卸売業者及び仲卸業者の財務、業務等の検査に関すること。 



８ 
 

５ 本場における取扱物品の入荷数量及び価格の公表に関すること。 

６ 本場における取扱高の資料の作成に関すること。 

７ 本場における卸売業者及び仲卸業者の経営分析及び経営支援に係る企画、調査、資

料の作成等に関すること。 

８ 本場における市場の活性化に関すること。 

 

  南部市場活用課 

      １  南部市場の廃止に伴う普通財産の貸付けに関すること（財政局管財部管財課の主管

に属するものを除く。）。 

   ２ 南部市場の廃止に伴う土地、建物その他施設等の維持管理及びこれに伴う工事に関

すること。 

   ３ 南部市場の廃止後のにぎわいの創出に係る用地の整備等に関すること。 

      ４  第１号に規定する普通財産の貸付けを受けている者の支援に関すること。 

 

中央卸売市場食肉市場 

  運 営 課 

    運 営  係 

      １  食肉市場及びと畜場の文書、予算及び決算に関すること。 

   ２ 食肉市場における事務の連絡、調整に関すること。 

   ３ 食肉市場における土地、建物その他施設等の管理及び運営に関すること。 

      ４  食肉市場における市場施設又はと畜場におけると室若しくはと畜場施設の使用指

定、使用許可又はこれらに係る取消し等に関すること。 

      ５  食肉市場及びと畜場における使用料等の徴収（調定を除く。）及び保証金に関する

こと。 

      ６  食肉市場における関連事業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関

すること。 

      ７  食肉市場及びと畜場における場内の整理、取締り、清掃、衛生等に関すること。 

      ８ 食肉市場における施設の機能強化の推進に関すること。 

      ９  他の係の主管に属しないこと。 

    施  設  係 

      １  食肉市場及びと畜場における土地、建物その他施設の整備、維持管理及びこれに伴

う工事に関すること。 

      ２  食肉市場及びと畜場における冷蔵庫、電気、給排水その他機械設備の整備、維持管

理及びこれに伴う工事に関すること。 

    業  務  係 

      １  食肉市場における卸売業者の業務の指導監督に関すること。 

   ２ 食肉市場における市場取引委員会に関すること。 

      ３  食肉市場における仲卸業者、売買参加者等の許可、承認若しくはこれらの取消し又

は業務の指導監督に関すること。 

      ４  と畜場におけると畜業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関する

こと。 

      ５  食肉市場における卸売業者及び仲卸業者の財務及び業務等の検査に関すること。 

   ６ 食肉市場における取扱物品の入荷数量及び価格の公表に関すること。 

   ７ 食肉市場における卸売業者及び仲卸業者の経営分析及び経営支援に係る企画、調

査、資料の作成等に関すること 



９ 
 

   ８ 食肉市場及びと畜場における取扱高の資料の作成に関すること。 

      ９  食肉市場における枝肉等の計量に関すること。 
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また、工業地域等の生産環境を保全し、市民の快適で安全な生活環境及び良好な都市環境

との調和を図るため、工業地域及び準工業地域における共同住宅の建築計画に対して適切な

措置を講じるよう求めていきます。 

 

ウ 住工共生活動応援事業                         100 万円（100 万円） 

    住工混在が進むエリアにおいて、オープンファクトリーなど、ものづくり企業と地域とが

相互理解を深める取組を支援します。 

 

エ 中小製造業の連携と共創力強化への支援                265 万円（202 万円） 

(ｱ) コマ大戦への支援                          50 万円（50 万円） 

横浜発祥の全日本製造業コマ大戦は、『ものづくり』に光をあて、中小製造業を元気にす

る取組として国内にとどまらず、世界に向けて日本の中小製造業の技術力等を発信する取

組です。ものづくり人材の育成や地域の活性化にも寄与することから、この取組を支援し

ます。 

(ｲ) 中小製造業の連携・共創グループの活動支援(『チームｄｅものづくり』応援事業)【拡充】 

                                   215 万円（152 万円） 

中小製造業を中心とするグループが行う、販路拡大及び新分野進出、新製品開発のため

に必要な技術力向上や人材育成等の取組にかかる経費を助成します。新たに、市外の展示

会出展への支援を強化します。 

助 成 率：1/2以内 

助成限度額：20万円（市外出展50万円） 

 

(3) ものづくり人材育成支援事業                        798 万円（848 万円） 

一般社団法人横浜市工業会連合会、市内大学、各区と連携しながら、中小製造業を対象に、技

能検定資格の取得支援や大学が保有する機械設備を活用した技術者育成支援、学生を中心に広く

市民の皆様にものづくりの面白さや現場の魅力を伝える事業などを行います。 

 

(4) 中小企業人材確保支援事業【新規】                     1,000 万円（－万円） 

生産年齢人口の減少により、中小企業の人材確保が厳しくなる中、新たに、より効果的な採用

につなげるため民間の就職情報サイトの活用や、就職フェアへの出展等の支援を通じ、中小企業

の採用マッチングを促進します。 

 

３  金沢臨海部産業活性化推進事業費【区】※                  850 万円（850 万円） 
  29 年度に新しい地域名称『LINKAI 横浜金沢』を地域とともに決定しました。『LINKAI 横浜

金沢』には、横浜金沢にある海・緑に恵まれた良好な操業・就業環境や、1,000 社以上の多様な企

業集積を表す『つなぎ(LINK)あい(AI)』の意味が込められています。この名称をプロモーション

計画に基づき、区と連携し、地域の魅力とともに内外へ発信します。 
横浜市金沢団地協同組合や一般社団法人横浜金沢産業連絡協議会とともに、引き続き『金沢臨

海部産業活性化プラン』（28 年度策定）に掲げる、働く魅力があり、優れた人材が集まる街となる

ことを目指して取り組みます。 

   [※]【区】は、地域課題解決のため区からの提案をうけて『区局連携促進事業』として、局予算に計上する事業  
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(2) スタートアップオフィス運営事業                            590 万円（590 万円） 

女性起業家のためのスタートアップオフィス『Ｆ-ＳＵＳよこはま』を運営します。また、女

性起業家支援チームによる経営相談に加え、会員それぞれの状況に即した適切なアドバイスや情

報提供を行うインキュベーションマネージャーを配置し、確実な成長に結びつけるための支援を

行います。 

 

(3) 女性起業家成長促進事業                               287 万円（215 万円） 

女性起業家の成長ステージに応じて、先輩女性経営者等が自らの豊富な経験や知見からアドバ

イスを行うメンター事業や経営者に必要な知識を習得するセミナー等を実施します。女性起業家

の事業の発展を促進することにより、身近なロールモデルの輩出につなげます。 

        

(4) 女性起業家ネットワーク事業                          520 万円（520 万円） 

女性起業家・経営者の集いである『横浜ウーマンビジネスフェスタ』を、政策局が実施する『横

浜女性ネットワーク会議』と合同開催し、女性経営者同士だけでなく、働く女性同士の幅広いネ

ットワークの形成を図ります。参加者に対しては、販売やマーケティング、事業ＰＲ等を学ぶ継

続的な支援プログラムを実施するなど、起業家としての成長につなげます。 

 

(5) 輝く女性起業家プロモーション事業【拡充】                    800 万円  (500 万円 ） 

集客力のある百貨店等と連携し、注目度の高い場でのブース出店やワークショップ等の商品販

売や事業ＰＲを通じて、女性起業家の更なる成長・飛躍の契機とします。 

30年度は、多くの百貨店等のバイヤーなどに向けた女性起業家の商品や事業の展示会を新たに

開催することで、女性起業家とのマッチングの可能性を更に拡大します。 

併せて、広く女性起業家の活躍をアピールすることにより、女性の起業を身近なものと感じて

いただき、起業を促進します。  

 

 ＊終了事業  

トライアルスペース運営事業                       －万円(1,237 万円 ) 

 
９ ソーシャルビジネス支援事業費【拡充】                      1,500 万円(1,300 万円) 

(1) ソーシャルビジネス創業・成長支援事業                 1,300 万円(1,300 万円) 
地域・社会的課題をビジネスの手法を用いて解決に取り組むソーシャルビジネスの創業を支援

するため、個別相談窓口の設置やビジネスプランの作成を支援する連続講座を開催します。 

また、事業の継続や成長を支援するため、メンターによるアドバイスやプロボノ※の担い手を

育成する講座を開催し、起業家・事業者とのマッチングを行います。 

[※]プロボノ：社会人が、業務で培った知識や経験を活かしてする社会貢献活動 

(2) 連携促進事業【新規】                          200 万円（－万円 ) 

ビジネスの持続化に向け、起業家・事業者が地域の企業・ＮＰＯ・大学等と連携・協力関係等 

を築くことができるよう、課題の共有や解決に向けた意見交換を行う交流の場を作り、新たなネ

ットワーク構築を支援します。 

 

10 シニアパワーの発揮による地域包括ケアシステム推進事業費【 区 】※       350 万円(500 万円) 

 青葉区と連携し、地域課題解決の担い手となるシニア人材の発掘・起業支援に引き続き取り組

むとともに、30 年度は、地域で活動する企業・ＮＰＯ等との新たなネットワークづくりを行い、

活動の促進につなげます。 

[※]【区】は、地域課題解決のため区からの提案をうけて『区局連携促進事業』として、局予算に計上する事業 
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